
失 業 給 付 （ 基 本 手 当 ） の 概 要

基本手当の概要

離職の日前２年間に被保険者であっ一般被保険者が失業（＊１）した場合において、

た期間が１２月以上ある場合には（倒産、解雇等による離職の場合は、離職の日前１年

、４週間に１回、公共職業安定所間に被保険者であった期間が６月以上ある場合にも）

において、失業状態にあることの認定を行った上で基本手当が支給（＊２）される。

＊１ 「この法律において「失業」とは、被保険者が離職し、労働の意思及び能力を有するにもかか）

わらず、職業に就くことができない状態にあることをいう （雇用保険法第４条第２項）」

なお、自己都合離職者（正当な理由による自己都合離職者を除く ）又は重責解雇による離職＊２） 。

者については、３か月間の給付制限がある。

、 、支給額は日額及び日数として定められ 基本手当日額は離職前賃金の原則 ～80 50%
所定給付日数は、定年退職者を含め離職前から予め再就職の準備ができるような者に対

しては 日～ 日（一般の離職者 、倒産・解雇等により再就職の準備をする時間90 150 ）

的余裕なく離職を余儀なくされた者（特定受給資格者）に対しては 日～ 日とな90 330
っている。

給付日数（原則）

(ｲ) 倒産、解雇等による離職者（(ﾊ)を除く）

１年以上 ５年以上 10年以上被保険者であった
１年未満 20年以上期間

区分 ５年未満 10年未満 20年未満

30歳未満 90日 120日 180日 －

30歳以上35歳未満 90日 180日 210日 240日

35歳以上45歳未満 90日 90日 180日 240日 270日

45歳以上60歳未満 180日 240日 270日 330日

60歳以上65歳未満 150日 180日 210日 240日

(ﾛ) 一般の離職者（(ﾊ)を除く）

１年以上 ５年以上 10年以上被保険者であった
１年未満 20年以上期間

区分 ５年未満 10年未満 20年未満

全年齢 － 90日 90日 120日 150日

(ﾊ) 就職困難な者（障害者等）

１年以上 ５年以上 10年以上被保険者であった
１年未満 20年以上期間

区分 ５年未満 10年未満 20年未満

45歳未満 300日
150日

45歳以上65歳未満 360日



（単位：人、％）

　受給者実人員

（前年比）

平成15年度 839,487 (△ 19.9)

平成16年度 682,046 (△ 18.8)

平成17年度 627,837 (△ 7.9)

平成18年度 583,255 (△ 7.1)

平成19年度 566,666 (△ 2.8)

平成19年４月 514,063 (△ 5.5)

　　　　５月 595,931 ( 0.2)

　　　　６月 586,434 (△ 5.5)

　　　　７月 618,864 (△ 1.7)

        ８月 636,917 (△ 4.4)

　　　　９月 590,791 (△ 3.3)

　　　　10月 599,148 (△ 0.8)

　　　　11月 563,907 (△ 2.7)

　　　　12月 534,954 (△ 2.1)

平成20年１月 542,277 (△ 0.7)

　　　　２月 518,182 (△ 2.6)

　　　　３月 498,526 (△ 4.8)

　　　　４月 500,496 (△ 2.6)

　　　　５月 552,045 (△ 7.4)

　　　　６月 568,164 (△ 3.1)

　　　　７月 607,559 (△ 1.8)

　　　　８月 601,220 (△ 5.6)

　　　　９月 606,114 ( 2.6)

（注）各年度の受給者実人員の数値は年度間月平均値である。

受 給 者 実 人 員 の 推 移



特定受給資格者の範囲の概要 

 

Ⅰ 「倒産」等により離職した者 

① 倒産（破産、民事再生、会社更生等の各倒産手続の申立て又は手形取引の停止

等）に伴い離職した者  

② 事業所において大量雇用変動の場合（１か月に３０人以上の離職を予定）の届出

がされたため離職した者及び当該事業主に雇用される被保険者の３分の１を超える

者が離職したため離職した者 

③ 事業所の廃止 （事業活動停止後再開の見込みのない場合を含む。）に伴い離職し

た者 

④ 事業所の移転により、通勤することが困難となったため離職した者 

 

Ⅱ 「解雇」等により離職した者 

① 解雇 （自己の責めに帰すべき重大な理由による解雇を除く。）により離職した者 

② 労働契約の締結に際し明示された労働条件が事実と著しく相違したことにより離職

した者 

③ 賃金 （退職手当を除く。） の額の３分の１を超える額が支払期日までに支払われ

なかった月が引き続き２か月以上となったこと等により離職した者 

④ 賃金が、 当該労働者に支払われていた賃金に比べて８５％未満に低下した （又

は低下することとなった） ため離職した者 （当該労働者が低下の事実について予見

し得なかった場合に限る。） 

⑤ 離職の直前３か月間に連続して労働基準法に基づき定める基準に規定する時間 

（各月４５時間） を超える時間外労働が行われたため、 又は事業主が危険若しくは

健康障害の生ずるおそれがある旨を行政機関から指摘されたにもかかわらず、事業

所において当該危険若しくは健康障害を防止するために必要な措置を講じなかった

ため離職した者 

⑥ 事業主が労働者の職種転換等に際して、当該労働者の職業生活の継続のために

必要な配慮を行って いないため離職した者 

⑦ 期間の定めのある労働契約の更新により３年以上引き続き雇用されるに至った場

合において当該労働契約が更新されないことと なったことにより離職した者 

⑧ 期間の定めのある労働契約（当該期間が１年未満のものに限る。）の締結に際し当

該労働契約が更新されることが明示された場合において当該労働契約が更新され

ないこととなったこと（１年以上引き続き同一の事業主の適用事業に雇用されるに至

った場合を除く。）により離職した者 

⑨ 上司、 同僚等からの故意の排斥又は著しい冷遇若しくは嫌がらせを受けたことに

よって離職した者及び事業主が職場におけるセクシュアルハラスメントの事実を把握



していながら、雇用管理上の措置を講じなかった場合 

⑩ 事業主から直接若しくは間接に退職するよう勧奨を受けたことにより離職した者 

（従来から恒常的に設けられている 「早期退職優遇制度」 等に応募して離職した場

合は、 これに該当しない。） 

⑪ 事業所において使用者の責めに帰すべき事由により行われた休業が引き続き３か

月以上となったことにより離職した者 

⑫ 事業所の業務が法令に違反したため離職した者 

 

Ⅲ 被保険者期間が６月（離職前１年間）以上 12 月（離職前２年間）未満であ

って、以下の正当な理由のある自己都合により離職した者（※） 

① 体力の不足、心身の障害、疾病、負傷、視力の減退、聴力の減退、触覚の減退等

により離職した者 

② 妊娠、出産、育児等により離職し、雇用保険法第２０条第１項の受給期間延長措置

を受けた者 

③ 父若しくは母の死亡、疾病、負傷等のため、父若しくは母を扶養するために離職を

余儀なくされた場合又は常時本人の介護を必要とする親族の疾病、負傷等のために

離職を余儀なくされた場合のように、家庭の事情が急変したことにより離職した場合 

④ 配偶者又は扶養すべき親族と別居生活を続けることが困難となったことにより離職

した場合 

⑤ 次の理由により、通勤不可能又は困難となったことにより離職した者 

ⅰ） 結婚に伴う住所の変更 

ⅱ） 育児に伴う保育所その他これに準ずる施設の利用又は親族等への保育の依頼

ⅲ） 事業所の通勤困難な地への移転 

ⅳ） 自己の意思に反しての住所又は居所の移転を余儀なくされたこと 

ⅴ） 鉄道、軌道、バスその他運輸機関の廃止又は運行時間の変更等 

ⅵ） 事業主の命による転勤又は出向に伴う別居の回避 

ⅶ） 配偶者の事業主の命による転勤若しくは出向又は配偶者の再就職に伴う別居

の回避 

⑥ その他、上記Ⅱの⑩に該当しない企業整備による人員整理等で希望退職者の募

集に応じて離職した者等 

 

（※） 給付制限を行う場合の「正当な理由」に係る認定基準と同様に判断されます。 



（単位：人）

① 初回受給者数 ② 支給終了者数 ②／①

平成10年度 2,178,276 1,543,259 70.8%

平成11年度 2,167,715 1,604,434 74.0%

平成12年度 2,099,963 1,543,406 73.5%

平成13年度 2,375,228 1,748,918 73.6%

平成14年度 2,312,366 1,856,693 80.3%

平成15年度 1,990,245 1,647,405 82.8%

平成16年度 1,790,799 1,411,701 78.8%

平成17年度 1,704,781 1,302,872 76.4%

平成18年度 1,606,197 1,203,354 74.9%

平成19年度 1,567,895 1,167,923 74.5%

（注1)支給終了者とは、所定給付日数を全て受給した受給者数である。

（注2)各年度の支給終了者には、前年度以前の初回受給者のうち当年度において支給終了に

　　　至った者を含む。

基本手当支給終了者の推移



雇用保険受給者のうち支給終了後に就職した者の就職時期
100.0

39.5

10.0 7.8
15.0 15.0 12.8

支給終了後就職者 １ヶ月以内 ２ヶ月以内 ３ヶ月以内 ６ヶ月以内 １年以内 １年超

※平成16年度の受給資格決定者のうち支給終了後に就職した者の就職時期について、平成19年3月末時
点の状況を特別に調査したもの。支給終了後の就職者を100とした場合の各期間の就職者割合

支給終了後～6ヶ月以内の就職者割合　72％ 6ヶ月以上の割合　28％

（注） 調査時点での就職者は約115万人（調査対象者の58％》、未就職者は約83万人（42％）となっている。



〈都道府県別雇用失業情勢〉

完全失業率（％） 有効求人倍率（倍）
平成20年4～6月 平成20年9月

全 国 4.0 ( 0.2) 0.84 ( ▲0.20)
北 海 道 5.1 ( ▲0.2) 0.50 ( ▲0.09)
青 森 県 5.6 ( 0.3) 0.40 ( ▲0.10)
岩 手 県 4.1 ( 0.0) 0.54 ( ▲0.16)
宮 城 県 4.5 ( ▲0.2) 0.67 ( ▲0.22)
秋 田 県 3.7 ( ▲0.7) 0.46 ( ▲0.17)
山 形 県 3.0 ( 0.0) 0.73 ( ▲0.19)
福 島 県 4.2 ( 0.0) 0.61 ( ▲0.28)
茨 城 県 4.0 ( 0.4) 0.84 ( ▲0.14)
栃 木 県 3.7 ( 0.4) 1.01 ( ▲0.41)
群 馬 県 3.3 ( 0.4) 1.54 ( ▲0.07)
埼 玉 県 3.9 ( 0.3) 0.85 ( ▲0.18)
千 葉 県 3.7 ( 0.2) 0.76 ( ▲0.19)
東 京 都 3.9 ( 0.1) 1.14 ( ▲0.19)
神 奈 川 県 3.7 ( ▲0.2) 0.80 ( ▲0.16)
新 潟 県 3.5 ( ▲0.2) 0.81 ( ▲0.33)
富 山 県 2.9 ( ▲0.1) 0.83 ( ▲0.34)
石 川 県 2.9 ( ▲0.1) 1.07 ( ▲0.30)
福 井 県 2.9 ( 0.0) 1.10 ( ▲0.31)
山 梨 県 3.7 ( 0.8) 0.85 ( ▲0.18)
長 野 県 3.1 ( 0.3) 0.95 ( ▲0.23)
岐 阜 県 2.7 ( 0.5) 1.07 ( ▲0.26)
静 岡 県 2.8 ( 0.1) 1.00 ( ▲0.24)
愛 知 県 2.9 ( 0.2) 1.54 ( ▲0.34)
三 重 県 2.5 ( 0.0) 1.06 ( ▲0.33)
滋 賀 県 3.2 ( 0.2) 0.95 ( ▲0.36)
京 都 府 4.2 ( 0.2) 0.83 ( ▲0.09)
大 阪 府 5.2 ( 0.2) 0.90 ( ▲0.38)
兵 庫 県 4.1 ( 0.0) 0.75 ( ▲0.21)
奈 良 県 3.2 ( ▲0.5) 0.73 ( ▲0.08)
和 歌 山 県 3.6 ( 0.0) 0.84 ( ▲0.11)
鳥 取 県 4.3 ( 0.9) 0.68 ( ▲0.09)
島 根 県 3.0 ( 0.9) 0.89 ( ▲0.05)
岡 山 県 3.6 ( 0.3) 1.18 ( ▲0.26)
広 島 県 3.4 ( 0.2) 0.99 ( ▲0.23)
山 口 県 3.1 ( 0.2) 1.04 ( ▲0.02)
徳 島 県 4.0 ( 0.0) 0.76 ( ▲0.13)
香 川 県 4.0 ( 0.4) 1.14 ( ▲0.17)
愛 媛 県 3.7 ( 0.1) 0.82 ( ▲0.03)
高 知 県 5.6 ( 0.0) 0.47 ( ▲0.05)
福 岡 県 5.1 ( 0.0) 0.61 ( ▲0.22)
佐 賀 県 3.1 ( 0.6) 0.62 ( ▲0.08)
長 崎 県 4.2 ( 0.1) 0.57 ( ▲0.05)
熊 本 県 4.3 ( 0.1) 0.60 ( ▲0.24)
大 分 県 4.2 ( 0.3) 0.84 ( ▲0.21)
宮 崎 県 3.6 ( 0.2) 0.54 ( ▲0.13)
鹿 児 島 県 3.8 ( ▲0.2) 0.49 ( ▲0.13)
沖 縄 県 7.5 ( 0.0) 0.35 ( ▲0.09)

（資料出所）総務省統計局「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」

　　　

　　　　 　 

　　　　　　

  (注)1.完全失業率は原数値。有効求人倍率は季節調整値。
      2.（　）内は原数値の前年同期差。
      3.完全失業率はモデル推計値。
　





再就職手当の概要 

 

１ 概要 

  受給資格者が安定した職業に就いた場合において、当該職業に就いた日の前

日における基本手当の支給残日数が、当該受給資格に基づく所定給付日数の３

分の１以上かつ４５日以上である者について支給される。 

 

２ 支給要件 

  次のすべてに該当する場合に支給する。 

 (1) 就職日の前日における基本手当の支給残日数が所定給付日数の３分の１

以上かつ４５日以上であること。 

 (2) １年を超えて引き続き雇用されることが確実と認められる職業に就き、

又は事業を開始した者であること。 

 (3) 離職前の事業主（関連事業主を含む。）に再び雇用されたものでないこと。 

 (4) 待期期間の経過後に職業に就き、又は事業を開始したこと。 

 (5) 給付制限を受けた場合については、待期期間の満了後１ヶ月については、

公共職業安定所等の紹介により職業に就いたこと。 

 (6) 求職の申込み前になされた雇用予約に基づいて雇用されたものでないこ

と。 

  (7) 安定した職業に就いた日前３年以内の就職について、就業促進手当の支

給を受けたことがないこと。 

 (8) その他、就業促進手当を支給することがその者の職業の安定に資すると

認められるものであること。 

 

３ 支給額 

  基本手当日額に支給残日数に相当する日数の１０分の３を乗じて得た額 

 

４ 根拠条文 

  雇用保険法第５６条の２ 

 

５ その他 

  支給額を基本手当日額で除した日数（＝支給残日数に相当する日数の１０分

の３）分については、基本手当の支給を受けたものとみなされる。 


